
豪
雨
対
策
の
特
例
措
置
創
設
や
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
係
る
特
例
措
置
の
延
長
な
ど

　

昨
年
12
月
20
日
、
与
党
（
自
由
民
主
党
、
公
明
党
）
は
「
令
和

７
年
度
税
制
改
正
大
綱
」
を
決
定
し
、
27
日
に
は
政
府
が
閣
議
決

定
を
行
っ
た
。

　

国
土
交
通
省
が
発
表
し
た
税
制
改
正
概
要
に
よ
る
と
、
Ｊ
Ｒ

連
合
が
要
望
し
て
き
た
「
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に
係
る
特

例
措
置
の
創
設
」
や
２
０
２
４
年
度
末
で
期
限
切
れ
を
迎
え
る

こ
と
と
な
っ
て
い
た
「
鉄
軌
道
事
業
者
が
取
得
し
た
車
両
の
運

行
の
安
全
性
の
向
上
に
資
す
る
償
却
資
産
に
係
る
特
例
措
置
」

「
低
炭
素
化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄
道
車
両
に
係
る
特
例

措
置
」
等
の
延
長
、「
鉄
軌
道
事
業
に
お
け
る
バ
イ
オ
デ
ィ
ー

ゼ
ル
燃
料
の
活
用
を
促
進
す
る
た
め
の
所
要
の
措
置
」
が
盛
り

込
ま
れ
た
。

営
自
立
や
新
幹
線
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築
・
計
画
推
進
」
に
つ

　
Ｊ
Ｒ
連
合
は
各
単
組
や
関
係

機
関
と
協
力
し
、
税
制
改
正
要

望
の
実
現
に
向
け
取
り
組
ん
で

き
た
。

　

昨
年
４
月
に
は
国
土
交
通
省

鉄
道
局
へ
の
要
請
行
動
を
実
施

し
た
ほ
か
、
11
月
に
は
国
民

民
主
党
、
12
月
に
は
立
憲
民
主

党
か
ら
税
制
改
正
要
望
の
ヒ
ア

リ
ン
グ
に
応
じ
る
と
と
も
に
、

交
運
労
協
を
通
じ
た
要
請
等
に

よ
っ
て
Ｊ
Ｒ
産
業
の
現
状
と
課

題
に
対
す
る
理
解
と
協
力
を
求

め
て
き
た
。
先
の
衆
議
院
議
員

総
選
挙
を
経
て
衆
議
院
が
少
数

与
党
と
な
っ
た
現
状
は
、
予
算

編
成
・
税
制
改
正
に
つ
い
て
国

会
で
熟
議
さ
れ
る
契
機
と
な
っ

て
お
り
、
こ
の
間
固
定
化
さ
れ

て
い
た
予
算
構
造
を
変
え
る
好

機
と
も
い
え
る
。
政
党
ヒ
ア
リ

ン
グ
の
際
に
は
、
荻
山
市
朗
会

長
か
ら
「
政
局
も
変
わ
り
、
与

党
合
意
の
み
で
決
ま
る
状
況
で

は
な
い
。
私
た
ち
の
主
張
が
反

映
さ
れ
る
よ
う
協
力
を
お
願
い

し
た
い
」
と
訴
え
た
。

　

今
回
公
表
さ
れ
た
内
容
は
、

Ｊ
Ｒ
連
合
の
要
望
が
概
ね
反
映

さ
れ
た
も
の
と
考
え
る
。
開
会

し
た
今
国
会
に
お
け
る
議
論
、

動
向
を
注
視
す
る
と
と
も
に
、

今
回
実
現
し
な
か
っ
た
項
目
に

つ
い
て
も
継
続
し
て
要
望
し
、

Ｊ
Ｒ
産
業
の
持
続
的
成
長
に
向

け
取
り
組
み
を
強
化
し
て
い
く
。

　

な
お
、
国

民
民
主
党
・

立
憲
民
主
党

に
よ
る
ヒ
ア

リ
ン
グ
で
は
、

予
算
編
成
や

税
制
に
も
関

係
す
る
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

「
Ｊ
Ｒ
二
島
・
貨
物
会
社
の
経

情
勢
に
合
わ
せ
て
、
私
た
ち
自

身
も
「
強
く
し
な
や
か
に
」
変

化
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
引
き
続
き
、

鉄
道
の
さ
ら
な
る
発
展
と
Ｊ
Ｒ

産
業
の
持
続
的
な
成
長
に
向
け

て
、
た
ゆ
ま
ず
取
り
組
み
を
進

め
て
い
く
。

　

１
月
28
日
を
も
っ
て
、
Ｊ
Ｒ

各
社
の
存
続
期
間
は
、
日
本
国

有
鉄
道
（
国
鉄
）の
存
続
期
間

１
万
３
８
１
７
日
に
並
ん
だ
。

　

日
本
国
有
鉄
道
は
、
終
戦
間

も
な
い
１
９
４
９
年
６
月
１
日

に
鉄
道
省
か
ら
分
離
さ
れ
、
独

立
採
算
制
の
公
共
企
業
体
と
し

て
発
足
し
た
。
１
９
６
４
年
の

東
海
道
新
幹
線
の
開
業
を
は
じ

め
、
輸
送
力
の
増
強
を
行
っ
た

が
、
高
度
経
済
成
長
期
に
は
自

動
車
が
新
た
な
交
通
手
段
と
し

て
普
及
し
始
め
、
人
流
・
物
流

と
も
に
国
の
輸
送
の
中
核
で
あ
っ

た
鉄
道
の
地
位
は
低
下
し
、
国

鉄
の
経
営
は
同
年
か
ら
単
年
度

赤
字
に
転
落
す
る
こ
と
と
な
っ

た
。
こ
れ
以
降
、
経
営
は
年
々

悪
化
し
、
一
度
も
黒
字
を
計
上

す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

　

数
次
の
経
営
再
建
計
画
も
功

を
奏
さ
ず
、
１
９
８
０
年
度
に

単
年
度
赤
字
が
１
兆
円
を
超

　

一
方
、
Ｊ
Ｒ

北
海
道
、
Ｊ
Ｒ

四
国
、
Ｊ
Ｒ
貨

物
の
３
社
は
完

全
民
営
化
に
至
っ

て
い
な
い
。
ま

た
、
人
口
減
少
、

少
子
高
齢
化
、

地
方
の
過
疎
化

な
ど
に
加
え
て
、
コ
ロ
ナ
禍
を

経
て
テ
レ
ワ
ー
ク
な
ど
が
浸
透

し
た
こ
と
に
よ
り
、
特
に
ビ
ジ

ネ
ス
分
野
に
お
け
る
鉄
道
の
利

用
が
回
復
し
な
い
ま
ま
で
あ
る
。

　

す
で
に
、
Ｊ
Ｒ
各
社
の
存
続

期
間
が
国
鉄
の
存
続
期
間
（
１

万
３
８
１
７
日
）
を
超
え
て
い

る
。
急
激
に
変
化
す
る
社
会
の

え
、
１
９
８
６
年
11
月
に
は
国

鉄
改
革
関
連
法
案
が
成
立
し
、

翌
年
３
月
31
日
に
国
鉄
は
37
年

10
カ
月
の
幕
を
閉
じ
る
こ
と
と

な
っ
た
。

　

Ｊ
Ｒ
各
社
は
、
国
鉄
か
ら
分

割
民
営
化
さ
れ
る
形
で
１
９
８

７
年
４
月
１
日
に
発
足
し
た
。

以
降
、
各
社
は
国
鉄
改
革
の
趣

旨
に
沿
っ
て
、
経
営
の
自
主
性

を
確
保
し
、
民
間
企
業
の
活
力

を
発
揮
し
て
順
調
に
成
長
を
果

た
し
て
き
た
。
そ
し
て
、
Ｊ
Ｒ

東
日
本
、
Ｊ
Ｒ
東
海
、
Ｊ
Ｒ
西

日
本
の
本
州
３
社
と
Ｊ
Ｒ
九
州

は
、
国
鉄
改
革
の
目
標
で
あ
っ

た
全
株
式
の
上
場
、
完
全
民
営

化
を
果
た
し
た
。

い
て
も
、
解
決
・
実
現
に
向
け

た
支
援
を
強
く
要
請
し
た
。

　

２
０
２
４
年
１
月
か
ら
16

回
に
わ
た
り
、
厚
生
労
働
省
に

お
い
て
労
働
基
準
関
係
法
制
の

見
直
し
に
係
る
検
討
会
「
労
働

基
準
関
係
法
制
研
究
会
」（
以

下
「
研
究
会
」）
が
開
催
さ
れ
、

本
年
１
月
に
報
告
書
が
ま
と
め

ら
れ
た
。
研
究
会
で
は
、
働
き

方
の
多
様
化
に
対
応
す
る
必
要

性
な
ど
に
関
す
る
議
論
の
ほ
か
、

労
使
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に

関
す
る
事
項
と
し
て
、
集
団
的

労
使
関
係
の
あ
り
方
や
労
使
協

定
の
締
結
単
位
見
直
し
な
ど
に

つ
い
て
も
議
論
が
行
わ
れ
た
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
と
し
て
は
、
既
存

の
労
働
組
合
こ
そ
が
労
使
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
中
核
で
あ
り
、

こ
れ
を
形
骸
化
す
る
よ
う
な
方

向
で
の
議
論
が
な
さ
れ
て
な
い

か
動
向
を
注
視
す
る
と
と
も
に
、

過
半
数
労
働
組
合
が
存
在
し
な

い
場
合
に
は
現
状
で
も
多
く
の

課
題
が
あ
る
こ
と
な
ど
を
踏
ま

え
、
Ｊ
Ｒ
連
合
と
し
て
の
考
え

方
を
ま
と
め
て
Ｈ
Ｐ
に
公
表
し

た
。
そ
し
て
、
連
合
や
マ
ス
コ

ミ
な
ど
と
課
題
認
識
の
共
有
や

発
信
を
行
っ
て
き
た
。

　

１
月
８
日
に
公
表
さ
れ
た
報

告
書
で
は
、「
労
使
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
の
中
核
を
労
働
組

合
と
す
る
こ
と
」が
明
記
さ
れ
、

そ
れ
が
基
調
と
な
っ
て
い
る
こ

と
や
、
従
業
員
代
表
の
複
数
人

数
化
に
関
す
る
記
述
が
な
さ
れ

る
な
ど
、
連
合
や
私
た
ち
の
主

張
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。
一
方

で
、
複
数
人
数
化
さ
れ
た
従
業

員
代
表
に
労
働
組
合
の
所
属
者

か
ら
優
先
的
に
選
出
す
る
こ
と

は
明
記
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
な

ど
、
課
題
も
残
っ
て
い
る
。

　

本
年
１
月
21
日
に
開
催
さ

れ
た
労
働
政
策
審
議
会
（
労
働

条
件
分
科
会
）
の
中
で
「
研
究

会
」
報
告
書
が
報
告
さ
れ
、
労

使
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
部
分

に
つ
い
て
の
質
疑
も
多
く
出
さ

れ
た
。
今
後
、
２
０
２
６
年
の

法
改
正
を
め
ざ
し
て
議
論
が
進

め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
と
み
ら

れ
る
。

　

Ｊ
Ｒ
連
合
と
し
て
は
、「
健

全
な
労
働
組
合
の
重
要
性
」
や

「
団
体
交
渉
に
よ
る
労
使
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
重
要
性
」
を

発
信
す
る
良
い
機
会
と
と
ら
え
、

連
合
な
ど
へ
の
働
き
か
け
を
通

じ
て
、
あ
る
べ
き
法
改
正
の
議

論
が
な
さ
れ
る
よ
う
積
極
的
に

関
与
し
て
い
く
。
そ
し
て
、
憲

法
に
保
障
さ
れ
た
団
結
権
に
基

づ
き
自
主
的
に
組
織
さ
れ
た
労

働
組
合
こ
そ
が
、
職
場
の
隅
々

ま
で
の
実
態
を
的
確
に
把
握
し
、

労
働
者
の
代
表
た
る
に
相
応
し

い
存
在
で
あ
る
こ
と
を
訴
え
、

労
働
組
合
の
結
成
・
拡
大
に
つ

な
が
る
よ
う
な
実
効
あ
る
法
改

正
を
求
め
て
い
く
。

（１）第679号（毎月１日発行） ＪＲ連合 令和7年（2025）2月1日

「令和７年度税制改正大綱」が決定

ＪＲ連合の要望事項が
税制改正項目に反映

政党ヒアリングの様子＝（昨年末）

ＪＲ連合 令和6年（2024）10月1日（１）第 674号（毎月1日発行）
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
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算
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算
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・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
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７
年
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Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！

JR連合

JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
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税
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改
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の要求
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反
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JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
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・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
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・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
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　の見直し（軽油引取税）
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強くしなやかな
JR産業を築くために

組織と運動を磨き、責任ある活動を
全力で推し進めよう！
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JR連合

（旧　　　　　 ）

　
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
は
８
月
26
日
、
京
都
市
内
に
て
、
「
Ｊ
Ｒ
連
合
へ
の
総
結
集
と
労
使

の
信
頼
関
係
構
築
に
全
力
を
あ
げ
、
安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造

し
よ
う
」
を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
掲
げ
、
第
32
回
総
会
を
開
催
し
た
。

　
併
せ
て
開
催
し
た
分
科
会
別
討
議
で
も
闊
達
な
意
見
交
換
を
行
い
、
２
０
２
４
年
度
の
活
動
方
針

を
満
場
一
致
で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
新
年
度
の
幹
事
会
体
制
を
確
立
し
た
。

　
総
会
の
冒
頭
で
あ
い
さ
つ
し

た
奥
村
敬
弥
代
表
幹
事
（
Ｊ
Ｒ

東
海
連
合
・
東
海
交
通
事
業
労

組
）
は
、
「
２
０
２
４
春
闘
で

は
強
固
な
労
使
関
係
の
下
で
議

論
を
尽
く
し
た
結
果
、
大
き
な

成
果
を
獲
得
で
き
た
も
の
の
、

他
産
別
と
比
べ
る
と
低
位
に
あ

り
、
一
層
の
取
り
組
み
が
必
要
」

と
の
認
識
を
示
す
一
方
、
グ
ル
ー

プ
労
組
が
訴
え
て
き
た
建
設
業

２
０
２
４
年
問
題
に
お
い
て
、

建
設
業
法
の
改
正
に
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー

プ
労
組
連
絡
会
の
主
張
が
盛
り

込
ま
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
、

「
Ｊ
Ｒ
連
合
だ
か
ら
こ
そ
実
現

で
き
た
成
果
」
と
強
調
し
た
。

　
来
賓
と
し
て
Ｊ
Ｒ
連
合
か
ら

荻
山
市
朗
会
長
を
は
じ
め
多
く

の
専
従
役
員
が
参
画
し
、
代
表

し
て
荻
山
会
長
は
、
安
全
確
立

や
労
働
政
策
な
ど
直
近
の
Ｊ
Ｒ

連
合
の
動
向
を
紹
介
す
る
と
と

も
に
、
厚
生
労
働
省
の
有
識
者

研
究
会
に
お
い
て
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
労
働
基
準
関
係
法

制
の
見
直
し
に
対
し
て
、
「
労

働
組
合
を
軽
視
す
る
よ
う
な
法

改
正
で
は
な
く
、
経
営
側
と
の

対
等
性
や
独
立
性
を
担
保
し
労

働
組
合
結
成
に
つ
な
が
る
仕
組

み
が
必
要
」
と
の
考
え
を
示
し

た
。

　
総
会
の
途
中
で
は
、
業
種
別

の
９
つ
の
分
科
会
に
分
か
れ
て

「
２
０
２
４
春
闘
の
成
果
と
課

題
」
「
過
半
数
代
表
制
の
職
場

点
検
」
「
分
科
会
特
有
の
課
題

解
決
と
分
科
会
活
動
の
活
性
化
」

の
テ
ー
マ
に
沿
っ
た
分
科
会
別

討
議
を
実
施
。
各
分
科
会
か
ら
、

人
財
不
足
へ
の
対
応
、
中
途
採

用
や
高
年
齢
者
の
待
遇
改
善
、

適
正
契
約
の
推
進
、
短
時
間
労

働
者
な
ど
組
合
員
範
囲
の
拡
大
、

企
業
再
編
に
伴
う
労
働
組
合
再

編
の
取
り
組
み
な
ど
、
様
々
な

意
見
が
報
告
さ
れ
た
。

　
議
事
で
は
、
事
務
局
が
提
起

し
た
活
動
方
針
等
を
満
場
一
致

で
決
定
す
る
と
と
も
に
、
幹
事

会
の
選
出
で
は
全
員
の
再
任
が

確
認
さ
れ
た
。

　
最
後
に
、
奥
村
代
表
幹
事
の

力
強
い
団
結
が
ん
ば
ろ
う
に
よ

り
総
会
を
締
め
く
く
り
、
新
年

度
の
活
動
に
向
け
、
会
場
の
思

い
を
一
つ
に
し
た
。

ＪＲグループ労組３万人の仲間が一丸となって、グループ労組の魅力を一層
高めようと意思統一を図った

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
労
組
連
絡
会
第
32
回
総
会

安
全
・
安
心
で
将
来
に
希
望
が
持
て
る

Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
を
創
造
し
よ
う

　
８
月
27
日
に
国
土
交
通
省
が

公
表
し
た
予
算
概
算
要
求
で
は
、

一
般
会
計
７
兆
３
３
０
億
円

（
今
年
度
当
初
予
算
比
18
％
増
）、

う
ち
鉄
道
局
関
係
１
，
１
６
４

億
円
（
同
９
％
増
）
が
計
上
さ

れ
た
。

　
整
備
新
幹
線
関
係
で
は
、
北

陸
新
幹
線
敦
賀
・
新
大
阪
間
の

新
規
着
工
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
、
現
時
点
で
項
目
の
み
で

金
額
を
示
さ
な
い
事
項
要
求
と

し
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す

る
と
さ
れ
て
い
る
。

　
地
域
鉄
道
関
係
で
は
、
鉄
道

事
業
者
と
地
域
の
共
創
に
対
す

る
支
援
（
危
機
的
状
況
に
あ
る

ロ
ー
カ
ル
鉄
道
に
係
る
地
域
モ

ビ
リ
テ
ィ
の
刷
新
）
と
し
て
、

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
地
域
公
共
交
通
再
構
築
事
業
）

の
一
部
な
ど
を
充
当
し
た
ほ
か
、

鉄
道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支

援
機
構
特
例
業
務
勘
定
に
よ
る

Ｊ
Ｒ
北
海
道
、
Ｊ
Ｒ
四
国
、
Ｊ

Ｒ
貨
物
へ
の
支
援
継
続
も
含
ま

れ
て
い
る
。
と
り
わ
け
貨
物
鉄

道
に
関
し
て
は
、
物
流
革
新
に

向
け
た
貨
物
鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
強
化
と
更
な
る
活
用
を
目

指
し
、
鉄
道
へ
の
モ
ー
ダ
ル
シ

フ
ト
を
強
力
に
推
進
す
べ
く
施

設
整
備
等
の
加
速
化
を
図
る
内

容
が
掲
げ
ら
れ
た
。

　
税
制
改
正
要
望
で
は
、
新
た

に
鉄
道
の
豪
雨
対
策
の
促
進
に

係
る
特
例
措
置
の
創
設
が
盛
り

込
ま
れ
た
。
豪
雨
災
害
が
激
甚

化
・
頻
発
化
す
る
な
か
、
鉄
道

施
設
の
豪
雨
対
策
に
は
多
額
の

　ＪＲ連合は８月30日、「21世紀の
鉄道を考える議員フォーラム」に所
属する国会議員の秘書を対象とした
意見交換会を開催した。勉強会には
約50人の秘書が参加したほか、ＪＲ
各単組の政策担当者も参加した。
　冒頭、荻山会長が挨拶を行い、Ｊ
Ｒグループ共通の課題である人手不
足解消や離職の防止に向け、魅力あ
るＪＲ産業を作る必要があり、継続的な賃上げや政策課題の解決を通じて将来
展望を作っていく必要性について述べ、理解と協力を求めた。
　続いて相良夏樹組織局長は、ＪＲ連合の取り組みとしてＳＮＳを活用した情
報発信を行っていることに触れ、連携強化を要請するとともに、ＪＲ労働界の
現状と課題についても説明を行った。また、労使関係に関わる労働基準関係法
制の見直しが進んでいることについて、労働組合の優越性を引き続き担保すべ
きとの主張について、理解を求めた。続いて石川敏也産業政策局長から、持続
可能な地域公共交通の確立に向けた諸課題、ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物
の経営自立に向けた諸課題、２０２４年問題に関する物流への対応など、ＪＲ
産業の発展に向けた政策課題の説明を行った。
　その後は、国会議員選出エリアごとにＪＲ各単組で分かれ、それぞれの政策
担当者が各単組における政策課題について説明を行い、意見交換を行った。
　最後は政所大祐事務局長が、ＪＲ連合役員や各単組政策担当者の積極的な活
用や緊密な意思疎通を要請し、意見交換会を締めくくった。

費
用
を
要
す
る
の
み
な
ら
ず
、

整
備
後
の
維
持
管
理
も
費
用
を

要
す
る
こ
と
か
ら
、
鉄
軌
道
事

業
者
が
取
得
し
た
豪
雨
対
策
の

施
設
に
つ
い
て
、
課
税
標
準
を

軽
減
す
る
特
例
措
置
が
要
望
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
今
年
度
末

で
期
限
切
れ
と
な
る
鉄
道
事
業

再
構
築
事
業
に
お
い
て
取
得
さ

れ
る
施
設
等
に
係
る
特
例
措
置

や
鉄
軌
道
駅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
施

設
に
係
る
特
例
措
置
、
低
炭
素

化
等
に
資
す
る
旅
客
用
新
規
鉄

道
車
両
に
係
る
特
例
措
置
等
の

延
長
と
い
っ
た
Ｊ
Ｒ
連
合
が
求

め
て
き
た
内
容
が
反
映
さ
れ
た
。

　
今
回
の
項
目
は
Ｊ
Ｒ
連
合
と

同
じ
ベ
ク
ト
ル
を
志
向
し
て
お

り
、
今
後
、
予
算
案
や
税
制
改

正
大
綱
の
編
成
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
る
。

　
引
き
続
き
政
策
の
実
現
に
向

け
、
各
単
組
は
も
と
よ
り
、
Ｊ

Ｒ
連
合
国
会
議
員
懇
談
会
を
は

じ
め
と
す
る
関
係
議
員
と
連
携

し
な
が
ら
対
応
し
て
い
く
。

　
国
土
交
通
省
は
令
和
７
（
２
０
２
５
）
年
度
の
予
算
概
算
要
求

お
よ
び
税
制
改
正
要
望
を
取
り
ま
と
め
、
財
務
省
に
提
出
す
る
内

容
を
発
表
し
た
。
要
求
・
要
望
内
容
に
は
、
Ｊ
Ｒ
連
合
の
政
策
課

題
と
し
て
掲
げ
た
項
目
が
多
く
反
映
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映

令
和
７
年
度
予
算
概
算
要
求
・
税
制
改
正

Ｊ
Ｒ
連
合
の要求

が
反
映
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る
議員フォーラム所属議員の秘書と意見交換

JR連合の政策実現に向け連携強化を図る

　ＪＲ５単組は７月の定期大会以降、組合員から出された意見
をもとに要求を提出し、労働条件等を定める労働協約の改訂交
渉に取り組んできた。
　９月22日時点で４単組が社会変容に対応した成果（下記）を
引き出し、妥結した。
　貨物鉄産労は、引き続き交渉に取り組んでいる。

【ＪＲ東海ユニオン】
〈協約等の改訂に関する事項〉
・フレックスタイム制の拡大
・移転休暇の分割付与
・看護休暇の対象拡大
〈制度等の改正に関する事項〉
・「配偶者」の定義拡大
・遺体等処置時の報労金の金額見直し
・転勤に伴う移転費用見直し

【ＪＲ西労組】
〈育児・介護等に関わる制度〉
・「短日数勤務制度（乗務員８日）」を
　「短日数勤務（８日）」とし、全て
　の職種に拡大
・育児短時間勤務制度及び育児短日
　数勤務制度の適用範囲拡大
・介護短時間勤務制度の新設及び介
　護短日数勤務制度の適用範囲拡大
・育児休職（小学校）適用範囲拡大
・育児休職中の適性検査受験の取扱
　い見直し
・保存休暇の使用制限緩和
・出産休暇の適用範囲拡大及び名称
　の変更
・「不妊治療支援休職」の要件見直し
〈フレックスタイム制度〉
・「選択的週休３日制」導入
・適用箇所拡大
・短時間勤務者への適用
〈その他の勤務制度〉
・年休付与日数の見直し
・災害時の勤務取扱い見直し
・諸会合等に参加する場合の勤務等
　の取扱い見直し
　（カスハラ被害時の会社支援を明
　文化）

【ＪＲ四国労組】
〈年間所定労働時間短縮〉
・年間休日１日増
・乗務員の１日平均労働時間短縮
〈各種手当等支給改善〉
・単身赴任手当引き上げ
・職務手当の引き上げ
・職務手当と技能手当の併給不可を
　撤廃
・準組合員の基本賃金引き上げ
〈働き方拡充に向けた施策〉
・在宅勤務の回数拡大
・発令に伴う転居費用を会社負担に
・通勤時における特急列車の特認要
　件緩和
・社員間コミュニケーション活性化
　に向けた補助
・事業開発系統のキャリア転換制度
　拡充

【ＪＲ九州労組】
・病気休職の事由となる欠勤日数見
　直し
・積立保存休暇の累計日数見直し
・積立保存休暇及び保存休使用事由
　拡大
・積立保存休暇、保存休暇及び私傷
　病休暇の請求手続き見直し
・忌引休暇の起算日一部見直し
・保守工事等指揮監督手当の支払対
　象業務見直し
・育児・介護を行うための勤務措置
　対象者見直し
・フレックス勤務のコアタイム及び
　フレキシブルタイムの見直し
・ベビーシッター派遣事業割引券の
　導入
・人間ドックの費用補助対象者拡大

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

労働協約改訂交渉

各単組が多くの成果を勝ち取る
労働条件の改善に向け鋭意交渉

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

〈予算概算要求〉
・北陸新幹線敦賀・新大阪間の新規着工に要
　する経費について事項要求
・鉄道事業者と地域の共創に対する支援
　（危機的状況にあるローカル鉄道に係る地
　域モビリティの刷新）
・ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営
　支援
・鉄道資産を活用したＧＸの投資加速化
〈税制改正要望〉
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創
　設（固定資産税）
・鉄道事業再構築事業において取得される施
　設等に係る特例措置の延長（固定資産税等）
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措
　置の延長（固定資産税等）
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に
　係る特例措置の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全
　性の向上に資する償却資産に係る特例措置
　の延長（固定資産税）
・鉄軌道事業者が取得した低床型の新造車両
　に係る特例措置の延長（固定資産税）
・都市鉄道利便増進事業において取得される
　鉄道施設に係る特例措置の延長（固定資産
　税等）
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延
　長（固定資産税）
・鉄軌道事業者における燃料混和時の手続等
　の見直し（軽油引取税）

ようこそJR連合へ

貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！

ようこそJR連合へ

貨物鉄産労（九州地区本部）
2024年9月、新たに２名が加入
JR連合・貨物鉄産労への総結集をめざそう！

〒103-0022 東京都中央区日本橋室町1-8-10
東興ビル9階

TEL（NTT）03-3270-4590
FAX（NTT）03-3270-4429
1部20円（但し組合費に含む）

●発行者／荻山市朗  ●編集者／宮野勇馬

日本鉄道労働組合連合会

ＪＲ発足の記念式典「旅立ちＪＲ号出発式」
＝（１９４９年）

労
使
コ
ミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

中
核
は
あ
く
ま
で
労
働
組
合

労
働
組
合
を
重
視
し
た
法
改
正
へ
の
議
論
を
求
め
る

Ｊ
Ｒ
と
な
っ
て
か
ら
の
期
間
が

国
鉄
の
存
続
期
間
を
超
え
る

令和７年度税制改正の概要（ＪＲに関連する項目を抜粋）
・鉄道の豪雨対策の促進に係る特例措置の創設

【固定資産税：～2026年度末】
（課題）豪雨災害に伴い被害が生じると、復旧に長期間を要

することから、豪雨対策の促進を図ることが必要。しか
し、整備には多額の費用を要するほか、維持管理にも
費用がかかり、事業者の負担となっている。
⇒　対象施設について、取得後５年間、課税標準を２／３
に軽減（JR 本州３社は５年間３／４）

・鉄軌道事業者が取得した車両の運行の安全性の向上に資す
る償却資産に係る特例措置の延長

【固定資産税：～2026年度末】
・低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に係る特例措置の
延長　　　　　　　　  　【固定資産税：～2026年度末】
・鉄道事業再構築事業において取得される施設等に係る特例
措置の延長  【固定資産税・都市計画税：～2026年度末】
・鉄軌道駅のバリアフリー施設に係る特例措置の延長

【固定資産税・都市計画税：～2026年度末】
・鉄道の耐震対策の促進に係る特例措置の延長

【固定資産税：～2026年度末】
・鉄道軌事業におけるバイオディーゼル燃料の活用を促進す
るための所要の措置　　　　　　　　　　【軽油引取税】

立憲民主党・国民民主党に要請した内容
○「改正地域交通法」の趣旨に基づく真に持続可能な交通体系
の構築に向けた政策の実施
○ＪＲ二島・貨物会社の経営自立に向けた課題（ＪＲ北海道、
ＪＲ貨物を重点的に）
・北海道新幹線札幌延伸に伴う函館線のあり方について、課
題を先送りせず将来を見据えた議論を深めるべき。
・線路使用料に係る会社間協定の期限が2027年３月末となっ
ており、旅客会社・貨物会社双方に望ましい内容とすべく
議論が必要。
・夜間の貨物列車走行が旅客会社の設備保守に看過できない
影響を与えているなど、貨物鉄道へのモーダルシフト推進
の前提として解決すべき課題を解決すべき。
○脱炭素化に向けた鉄道への支援や利用促進
○高速鉄道・新幹線ネットワークの構築と計画推進
・財政制度等審議会での整備新幹線貸付料の議論は、この間
の組合員の努力や創意工夫によって需要予測を上回る実績
が生み出された事実をないがしろにしているほか、リスク
のみを強調した指摘がなされている。整備・開業効果を適
切に認識した議論をすべき。

労使関係に関わる労働基準関係法制の見直しに対する
ＪＲ連合見解【要旨】

１．現状と主な問題認識
・日本では企業の大多数を占める中小・零細企業におい
て、多くの事業場に過半数労働組合がなく、また、過半数
代表制が形骸化している状態を是正する必要がある。

・集団的労使関係の空白領域を埋める対策が急務。
２．問題解決を図るための主な対策
⑴ 労働政策を推進する大前提として、労使コミュニケー
ションの中核的役割の担い手は労働組合であると位置

　づけるべき。国は、こうしたスタンスのもと労働組合
の結成や組織拡大を政策方針、政策目標として位置付
け、支援、促進する具体策を検討、推進すべき。また、

　国をあげて啓発活動に取り組むべき。
⑵ まず、過半数代表制を法の趣旨に基づき機能させるこ
とが重要であり、仕組みの整備や補強を行うべき。
①「過半数代表者の選出手続きの厳格化・適正化」を
　徹底することは必要最低限の取り組みである。
②「①」に加えて、次の３つの改善策、「（ⅰ）労働
組合の優越性の確保、（ⅱ）複数人の選出と意見集

　約、（ⅲ）常設化や人材育成と活動の保障」を講じ
　る必要がある。

⑶「⑴～⑵」の取り組みを徹底したうえで、次なる段階
　として「労働者代表制の法整備」を検討すべき。検討
　にあたっては、「①労働組合の優越性、②労働者を適
　切に代表する機能、③経営者との対等性や独立性」が
　重要である。
⑷ 労働関係法にまつわる協定締結や意見聴取等の「法定
手続き」は「事業場」を単位として行われるべき。

「研究会」報告書・労使コミュニケーションに関する
ＪＲ連合コメント【抜粋】

⑴「労働組合の結成・拡大の支援・促進」を明確に目標
　化すべき
⑵ 労働三権など労働法の基礎知識等の従業員教育を企
　業に義務化すべき
⑶ 過半数労働組合には、過半数代表者を上回る便宜供
　与や支援を行うべき
⑷ 労働組合を過半数代表者の相談支援先に明記すると
　ともに、労働組合結成を促すべき



合
の
役
割
は
極
め
て
重
要
に
な

る
こ
と
を
訴
え
、
次
代
の
Ｊ
Ｒ

連
合
を
担
う
参
加
者
に
主
体
性

ス
ハ
ラ
事
例
を
共
有
し
、
対
策

を
検
討
す
る
な
ど
活
発
な
意
見

交
換
が
行
わ
れ
た
。

史
を
改
め
て
振
り
返
る
と
と
も

に
、
労
働
組
合
の
必
要
性
や
重

要
性
に
対
す
る
Ｊ
Ｒ
連
合
の
考

え
や
取
り
組
み
を
共
有
し
た
。

　

ま
た
、
２
０
２
５
年
１
月

28
日
に
は
Ｊ
Ｒ
の
存
続
期
間

が
国
鉄
の
存
続
期
間
に
並
ぶ

こ
と
を
踏
ま
え
、
世
の
中
か

ら
取
り
残
さ
れ
な
い
よ
う
時

代
の
変
化
に
対
応
し
続
け
る

こ
と
、
そ
の
た
め
に
労
働
組

「
中
期
労
働
政
策
ビ
ジ
ョ
ン
（
２
０
２
４

－

２
０
２
８
）」

を
Ｊ
Ｒ
連
合
Ｈ
Ｐ
に
て
公
開
し
ま
し
た
。

　

本
ビ
ジ
ョ
ン
の
趣
旨
や
課
題
認
識
、
お
よ
び
目
標
を
共
有

化
す
る
と
と
も
に
、
や
り
が
い
を
も
っ
て
業
務
に
精
励
で
き
る

制
度
・
環
境
の
創
出
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。

つ
い
て
、
労
働
組
合
が
主
体
と

な
り
大
規
模
な
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
や
他
産
別
と
連
携
し
な
が
ら
、

政
治
や
行
政
を
巻
き
込
ん
で
取

り
組
ん
だ
結
果
、
社
会
的
な
課

題
と
し
て
認
知
さ
れ
、
法
改
正

の
動
き
が
加
速
し
て
い
る
が
、

こ
れ
ま
で
10
年
に
及
ぶ
期
間
を

要
し
て
き
た
こ
と
に
対
し
て
、

参
加
者
は
驚
き
を
隠
せ
な
か
っ

た
。

　

グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
で
は
、
各
自
が
体
験
し
た
カ

　
２
日
目
は
、荻
山
会
長
が
「
労

働
組
合
を
活
か
し
て
持
続
的
で

明
る
い
次
代
を
築
こ
う
皆
さ

ん
へ
の
期
待
」
と
題
し
た
講
義

を
行
い
、
国
鉄
改
革
か
ら
の
歴

21
世
紀
の
鉄
道
を
考
え
る
議

員
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
所
属
す
る
田

村
麻
美
参
議
院
議
員
（
Ｕ
Ａ
ゼ

ン
セ
ン
組
織
内
議
員
）
と
交
流

を
図
る
と
と
も
に
、
カ
ス
タ
マ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
対
策
の
取
り
組

み
を
学
ん
だ
。

　

研
修
会
で
は
、
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ

ン
の
関
口
太
一
政
策
政
治
局
副

部
長
か
ら
「
Ｕ
Ａ
ゼ
ン
セ
ン
が

進
め
る
カ
ス
タ
マ
ー
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
対
策
に
つ
い
て
」
と
題
し

た
講
義
を
受
け
た
。

　

休
憩
室
の
愚
痴
か
ら
始
ま
っ

た
悪
質
ク
レ
ー
ム
へ
の
対
応
に

　

昨
年
12
月
23
日
、
Ｊ
Ｒ
連
合

の
荻
山
会
長
は
、
昨
年
10
月
に
実

施
さ
れ
た
任
期
満
了
に
伴
う
早
川

町
の
町
長
選
挙
で
無
投
票
当
選
を

果
た
し
た
深
沢
肇
氏
を
表
敬
訪
問

し
た
。
早
川
町
で
は
こ
れ
ま
で
11

期
に
わ
た
っ
て
辻
一
幸
氏
が
町
長

を
務
め
て
お
り
、
44
年
ぶ
り
に
新

し
い
町
長
が
誕
生
し
た
。

　

深
沢
町
長
か
ら
は「
早
川
町
は
、

リ
ニ
ア
の
建
設
も
あ
り
、
Ｊ
Ｒ
の

皆
さ
ん
と
の
関
係
は
非
常
に
深
い
。

Ｊ
Ｒ
連
合
の
皆
さ
ん
と
の
関
係
も

あ
り
、
こ
れ
ま
で
も
リ
ニ
ア
推
進

の
立
場
で
応
援
し
て
き
た
。
辻
町

長
時
代
に
築
い
た
Ｊ
Ｒ
連
合
と
の

関
係
を
、
今
後
も
末
永
く
続
け
て

い
き
た
い
。」
と
感
謝
と
連
帯
の
あ

い
さ
つ
を
受
け
た
。

　

前
日
に
は
、
地
域
活
性
化
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
活
動
を
行
っ
て
い
る
保

地
区
の
皆
さ
ん
と
、
２
０
２
４
年

度
の
活
動
に
つ

い
て
振
り
返
り

と
反
省
を
行
う

と
と
も
に
、
２

０
２
５
年
度
の

実
施
計
画
に
つ

い
て
話
し
合
っ

た
。
年
々
高
齢

化
が
進
む
な
か
、

毎
年
の
Ｊ
Ｒ
連

合
と
の
交
流
を

楽
し
み
に
し
て

い
る
と
の
言
葉

を
い
た
だ
き
、

２
０
２
５
年
度

も
６
月
と
９
月

の
２
回
、
活
動
を
行
う
こ
と
を
確

認
し
た
。

　
Ｊ
Ｒ
連
合
は
、
Ｊ
Ｒ
産
業
が
社

会
の
支
え
が
あ
っ
て
成
り
立
っ
て

い
る
こ
と
を
今
一
度
認
識
し
、
今

後
も
地
域
社
会
に
必
要
不
可
欠
な

存
在
で
あ
り
続
け
る
た
め
に
、
引

き
続
き
「
Ｊ
Ｒ
連
合
ビ
ジ
ョ
ン
」

で
掲
げ
る
と
お
り
、
社
会
と
つ
な

が
り
、
地
域
と
つ
な
が
り
、
他
産

業
・
労
働
組
合
の
仲
間
と
つ
な
が
っ

て
い
く
。

を
も
っ
て
活
き
活
き
と
活
動
し

て
ほ
し
い
と
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
送

ら
れ
た
。

　

２
日
目
の
グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス

カ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、「
組
織
拡

大
に
向
け
た
取
り
組
み
」「
女

性
役
員
の
育
成
に
向
け
た
取
り

組
み
」
の
課
題
に
対
し
て
、
青

年
・
女
性
委
員
会
と
し
て
何
が

で
き
る
の
か
議
論
し
た
。

　

各
グ
ル
ー
プ
の
発
表
を
受
け

て
講
評
し
た
政
所
大
祐
事
務
局

長
は
、
若
い
時
代
に
培
っ
た
人

脈
を
大
切
に
し
、
労
働
組
合
を

積
極
的
に
活
用
し
て
何
が
で
き

る
か
を
考
え
て
活
動
し
て
ほ
し

い
と
エ
ー
ル
を
送
っ
た
。
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第
23
回
青
年
女
性
役
員
研
修
会

若
い
時
代
に
培
っ
た
人
脈
を
大
切
に

労
働
組
合
の
積
極
的
な
活
用
を

地域活性化ボランティア活動
地域社会に必要不可欠な

存在であり続けるために

田村参議院議員を囲むＪＲ連合の明日を担う若いリーダーたち

グループディスカッションで課題に対し積極的に議論を展開

リニア推進とＪＲ連合との連携継続を表明する昨年10月に
就任された新・深沢町長（中央）

関
口
政
策
政
治
局
副
部
長

荻
山
会
長
（
２
日
目
）

田
村
参
議
院
議
員

労
働
組
合
の
役
割
は
極
め
て
重
要

「中期労働政策ビジョン（2024-2028）」を
ＪＲ連合HPで公開

〈
訂
正
と
お
詫
び
〉

　

本
紙
第
６
７
７
号
１
面
写
真

「
撮
影
者
」表
記
に
誤
り
が
あ
り

ま
し
た
。
正
し
く
は「
大
倉
颯

さ
ん（
Ｊ
Ｒ
四
国
労
組
総
務
部

分
会
）」で
す
。
訂
正
し
お
詫
び

い
た
し
ま
す
。

　ＮＥＳＣＯ労働組合は、2024年で結成 30年目を
迎えました。1995年７月に結成し、諸先輩方が積み
上げてきたＮＥＳＣＯ労働組合の歴史があります。
その歴史に恥じぬよう、組合員一同、活動を展開し
ていきます。
　ＪＲ西日本電気システム㈱（ＮＥＳＣＯ）は、西
日本管内で鉄道工事業と建設業の総合電気工事業を

担ってお
り、日々
安全と向
き合い業
務を遂行
していま
す。お客
様が利用
する鉄道
を始発か
らあたり
まえに運
行するた
め、施設

を予定通り開業させるために、昼夜を問わず頑張っ
ています。
　昨今、離職者が多く、残された組合員に負担がか
かっている状況にあります。会社に現状を訴えるに
も何もなしではできません。コロナ禍に鈍化した〝顔
を合わせ、膝を突き合わせての対話〟これを行い、
執行部が組合員の意見や声に耳を傾け、拾い上げて
いく活動に重点をおいています。その甲斐もあり、
各支部での活動もレクリエーションを交えた支部会
が開催され、活発化しているところです。
　ＮＥＳＣＯ労働組合は、少しでも組合員が働きが
いを持ち職場環境に満足ができるよう、会社との交
渉に挑んでいきます。何よりも組合員とその家族が、
笑顔で過ごせ〝ＪＲグループで働いてよかった、Ｎ
ＥＳＣＯで働いてよかった〟と言えるよう、組合員
一丸となって活発な取り組みを進めていきますので、
ＪＲ連合・関係単組の皆様のご指導・ご鞭撻をよろ
しくお願いいたします。

ＮＥＳＣＯ労働組合

ＮＥＳＣＯ労働組合第30回定期大会

～全国の仲間を
　 応援しよう～

ＪＲ連合
ふれあいキャンペーン

グループ労組めぐり

性
役
員
が
受
講
し
た
。

　

今
回
の
研
修
会
で
は
、
全
国

繊
維
化
学
食
品
流
通
サ
ー
ビ
ス

一
般
労
働
組
合
同
盟
（
Ｕ
Ａ
ゼ

ン
セ
ン
）
の
協
力
の
も
と
、

　

Ｊ
Ｒ
連
合
は
１
月
18
日
か

ら
19
日
に
か
け
て
、
東
京
都

内
で
第
23
回
青
年
女
性
役
員

研
修
会
を
開
催
し
、
全
国
か
ら

集
ま
っ
た
27
人
の
青
年
・
女


